
【計算例】 

・給与収入：450万円（給与所得金額 3,160,000円） 

・所得控除額の合計金額：2,160,000円 

 妻、子（16歳、17歳）２人を扶養（控除金額 38万円×3人＝114万円） 

 社会保険料控除 475,000円、生命保険料控除 50,000円、地震保険料控除 15,000円、基礎控除 

480,000円 

・住宅ローン控除を受けない場合の所得税計算 

 所得税の課税総所得金額等＝給与所得金額 3,160,000円―所得控除金額 2,160,000円 

              ＝1,000,000円 

 所得税の税額＝1,000,000円×所得税率 5％＝50,000円 

 

（１）平成 25 年 10 月 1 日に入居し、住宅借入金等特別控除可能額（住宅ローン控除可能額）が

200,000円の時 

市・県民税の住宅ローン控除の計算をすると、 

①住宅ローン可能額 200,000円－前年分の所得税額 50,000円＝150,000円 

②所得税の課税所得金額等 1,000,000円×5％＝50,000円 

③97,500円（市・県民税の住宅ローン控除金額の上限金額） 

一番小さい金額を市・県民税の住宅ローン控除とするため、②50,000円を控除金額とします。 
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（２）平成 28 年 10 月 1 日に入居し、住宅借入金等特別控除可能額（住宅ローン控除可能額）が

200,000円の時 

市・県民税の住宅ローン控除の計算をすると、 

①住宅ローン可能額 200,000円－前年分の所得税額 50,000円＝150,000円 

②所得税の課税所得金額等 1,000,000円×7％（特定取得に該当）＝70,000円 

③136,500円（特定取得に該当する場合の市・県民税の住宅ローン控除金額の上限金額） 

一番小さい金額を市・県民税の住宅ローン控除とするため、②70,000円を控除金額とします。 
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